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西
ド
イ
ツ
型
法
人
税
株
主
帰
属
方
式
の
嘱
矢

一
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
改
革
案

木

村

弘
之
亮

第
一
章
提
案
の
背
景

第
二
章
法
人
税
制
改
革
の
必
要
性

第
三
章
代
替
案

第
四
章
一
九
七
七
年
法
人
税
制
改
革
過
程
に
お
け
る
位
置
づ
け

第
一
章

提
案
の
背
景

出
資
者
税
案
（
3
5
p
g
z
z
c
o

『
）
が
一
九
七
七
年
西
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
礎
石
と
な
っ
た
こ
と
は
、
既
に
明
ら
か
に
し
た
と
お
り

で
あ
る
。

一
九
六
六
年
四
月
二
O
日
に
シ
ュ
ツ
ッ
エ
ル
（
ザ

l

ル
大
学
国
民
経
済
学
教
授
）
、つ

e

つ
い
て
同
年
六
月
に
エ
ン
ゲ
ル
ス
（
フ
ラ

γ
ク
フ
ル
ト
・
ゲ
l

テ
大
学
金
融
経
営
学
教
授
）
が
そ
れ
ぞ
れ
に
出
資
者
税
案
を
提
唱
し
、
そ
の
後
六
八
年
に
は
両
教
授
は
共
同
で
出
資
者

税
案
を
発
表
し
た
の
で
あ
っ
た
。

そ
の
間
に
あ
っ
て
、

一
九
六
八
年
二
月
一
一
日
に
西
ド
イ
ツ
連
邦
大
蔵
省
の
学
術
諮
問
委
員
会
（
巧
同
署
富
岳
民
戸
山
岳
母
国
号
巴
g
g

は
「
直
接
税
〔
法
人
税
を
含
む
。
〕
の
改
革
に
関
す
る
意
見
書
」
を
公
に
し
た
。
こ
の
改
革
案
は
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回
ロ
ロ
仏om
g
宮
山
田
宮
ユ
ロ
宮
内
目
。
吋
『
山
口
忠
戸

N
Oロ
）



公
表
直
後
さ
し
た
る
注
目
を
浴
び
な
か
っ
た
よ
う
で
は
あ
る
が
、

ハ
3
V

る
に
と
も
な
い
、
あ
ら
た
に
脚
光
を
浴
び
る
よ
う
に
な
る
。

や
が
て
出
資
者
税
案
が
多
数
の
議
論
の
結
果
そ
の
短
所
を
指
摘
さ
れ
330 

そ
こ
で
、
出
資
者
税
案
の
政
策
目
標
、
構
想
、

(4
) 

メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
別
稿
に
て
論
究
し
た
こ
と
が
あ
る
の
で
、
本
稿
に
お
い
て
は

学
術
諮
問
委
員
会
の
法
人
税
改
革
を
考
察
す
る
こ
と
と
し
よ
う
。

フ
ラ
ン
ス
が
一
般
税
法
の
一
九
六
五
年
改
正
（
羽
白
書
留oe
H
9
H
a

含
ロ
宝

F
ニ

g
S

に
お

(6
)<

7
)

い
て
法
人
税
一
部
株
主
帰
属
方
式
を
採
用
し
て
お
り
、
学
術
諮
問
委
員
会
は
こ
れ
を
参
照
し
て
い
る
も
の
と
憶
測
さ
れ
る
。

な
お
、
出
資
者
税
構
想
に
先
だ
ち
、

そ
の
他

一
九
六
七
年
に
は
シ
ュ
ル
テ
（
m
o
v己
宮
出
。
三
）
が

ロ
φ
】1

〈
。
】
述
。
E
P
向
。
日
ロ
母
国
巴
】1目
。
ずmg
ロ
⑦
吋
ロ
ロ
島
島
内vm
向
。
同
件
。
ロ
品
。

色
。
巳
習
｝H
o
m
g
g
o
g
u

可m
g
E

（
山
口
一
司
官
S
N
当
日
怒0
5
0伊
良
5
0
y
o
『
。z
o
vロ
ロ
宮
司
E
S
F
F
g
m刊
・4
・
。
－
m
o
v
s
s
e
a－
F
ユ
宮

5
2
）

を
公
表
し

て
い
る
が
、
論
議
を
呼
び
起
こ
す
に
至
ら
な
か
っ
た
。

前
述
の
両
改
革
案
が
提
唱
さ
れ
た
時
期
は
、
西
ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
経
済
面
で
は
過
剰
生
産
恐
慌
に
直
面
し
、

か
つ
政
治
面
で
も

極
め
て
不
安
定
に
変
革
し
て
い
た
頃
で
あ
っ
た
。

一
九
六
五
年
九
月
、
「
経
済
の
奇
跡
」
の
立
役
者
で
あ
る
エ
ア
ハ
ル
ト
の
政
権
下
で
お
こ
な
わ
れ
た
連
邦
議
会
選
挙
の
結
果
、
C
D

U
／
C
S
U

は
四
七
・
六
%
と
い
う
高
得
票
率
を
え
、
得
票
率
九
・
五
%
の
F
D
P

と
小
連
立
政
権
を
組
閣
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し

か
し
、
こ
の
第
二
次
エ
ア
ハ
ル
ト
内
閣
は
、
社
会
的
市
場
経
済
政
策
（
H

ネ
オ
・
リ
ベ
ラ
リ
ズ
ム
の
経
済
政
策
）
の
原
理
下
に
お
い
て
市
場

メ
カ
ニ
ズ
ム
を
通
し
て
解
決
さ
れ
る
は
ず
の
イ
ン
フ
レ

1

シ
ョ
ン
と
過
剰
生
産
と
の
問
題
に
対
し
有
効
な
景
気
対
策
を
た
て
な
か
っ

た
。
し
か
も
、
六
六
年
に
財
政
赤
字
の
累
積
が
表
面
化
し
、
財
政
赤
字
対
策
を
め
ぐ
っ
て
、
党
内
左
派
の
圧
力
で
増
税
に
踏
み
き
る
覚

悟
を
き
め
た
C
D
U

／
C
S
U

と
、
産
業
界
の
意
向
を
う
け
て
福
祉
予
算
を
削
減
し
て
増
税
を
回
避
し
よ
う
と
す
る

F
D
P

が
対
立



円2
v

し
、
内
閣
は
そ
の
調
整
に
失
敗
し
、
同
年
一

O
月
に
は
連
立
政
権
は
F
D
P

の
連
立
政
権
離
脱
後
に
崩
壊
し
て
し
ま
う
。

キ
l
ジ
ン
ガ
l
は
エ
ア
ハ
ル
ト
か
ら
政
権
を
引
き
継
ぎ
、

よ
う
や
く
六
六
年
一
二
月
に
S
P
D

と
の
大
連
立
政
権
を
組
閣
す
る
こ
と
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が
で
き
た
。
そ
の
大
連
立
政
権
は
、
副
首
相
兼
外
相
に
プ
ラ
ン
ト
、
経
済
相
に
シ
ラ
ー
を
擁
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
そ
の
後

急
速
に
展
開
す
る
S
P
D

の
「
対
東
欧
融
和
政
策
」
と
、
従
来
の
「
自
由
主
義
政
策
」
か
ら
眼
前
の
恐
慌
克
服
対
策
に
か
か
る
「
総
合

的
誘
導
」
S
E
E
－m
g
g
E

認
）
」
へ
の
転
換
の
開
始
と
を
暗
示
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。

最
後
に
、
右
の
政
権
交
替
に
先
だ
ち
、

s
p
D

自
身
が
「
可
能
な
か
ぎ
り
で
の
競
争
、
必
要
な
か
ぎ
り
で
の
計
画
」
と
定
式
化
さ
れ

る
ゴ
l
デ
ス
ペ
ル
ク
綱
領
を
一
九
五
九
年
に
採
択
し
、
こ
れ
に
よ
り
現
実
政
党
に
変
身
し
て
い
た
。
こ
の
た
め
、
そ
の
経
済
政
策
が
C

D
U

／
C
S
U

の
そ
れ
と
殆
ど
差
異
の
な
い
も
の
に
変
化
し
て
し
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
看
過
す
べ
き
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
す
な
わ

ち
、
C
D
U

／
C
S
U

が
そ
の
経
済
政
策
に
つ
い
て
原
初
的
な
社
会
的
市
場
経
済
の
原
則
を
修
正
す
る
が
、
こ
れ
と
歩
調
を
あ
わ
せ
る

か
の
ご
と
く
、

S
P
D

は
敗
戦
直
後
に
と
っ
た
社
会
主
義
の
立
場
を
す
て
、

C
D
U

／
C
S
U

の
社
会
的
市
場
経
済
政
策
の
立
場
に
相

当
接
近
し
た
。
こ
の
た
め
、
経
済
政
策
の
基
本
に
関
す
る
か
ぎ
り
、
両
政
党
の
同
質
化
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。

景
気
の
低
迷
、
政
権
交
替
及
び
経
済
政
策
に
つ
い
て
右
の
ご
と
き
特
徴
を
示
す
時
期
に
お
い
て
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
、

い
か
な
る
政
策
目
標
を
設
定
し
、
そ
れ
を
実
現
す
ベ
く
改
革
案
を
提
起
し
よ
う
と
し
た
の
で
あ
ろ
う
か
。

同
委
員
会
は
、
「
適
正
な
税
負
担
の
配
分
及
び
競
争
の
中
立
性
の
観
点
」
か
ら
、
法
人
税
、
所
得
税
等
の
税
制
改
革
を
建
議
し
て
い

る
。
換
言
す
る
と
、
同
委
員
会
は
法
人
税
制
の
改
革
を
提
案
す
る
に
当
た
り
、
歳
入
の
調
達
を
直
接
の
目
的
と
し
な
い
、
非
国
庫
的
租

税
政
策
（
a
o
z
o
z

’
a
s
g

由
時
皆
｝
内
包
宮Z
m
g
g

吋
吉
宮
出
向
）
の
導
入
に
は
慎
重
な
怒
勢
で
臨
ん
で
い
る
。
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非
国
庫
的
租
税
政
策
の
手
法
は
、
課
税
を
用
い
て
、
意
図
的
に
経
済
的
社
会
的
発
展
に
対
し
影
響
を
与
え
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
。



景
気
の
上
昇
・
経
済
構
造
及
び
経
済
成
長
あ
る
い
は
所
得
及
び
財
産
の
分
配
に
対
し
影
響
力
を
行
使
す
る
の
が
そ
の
例
で
あ
る
。
こ
の
332 

政
策
は
、
市
場
経
済
過
程
及
び
そ
の
結
果
の
欠
陥
に
対
処
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
限
り
に
お
い
て
、
前
述
の
適
正
な
課
税
及
び
租

税
の
競
争
中
立
性
の
原
則
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
。
租
税
政
策
の
手
法
を
用
い
て
競
争
の
制
限
を
排
除
し
よ
う
と
す
る
場
合
、
あ
る

い
は
社
会
的
政
治
的
に
好
ま
し
く
な
い
所
得
及
び
財
産
の
集
中
に
対
し
て
再
分
配
政
策
を
用
い
て
対
処
す
る
場
合
が
、
そ
の
適
例
で
あ

る
。
あ
る
い
は
、
適
正
な
課
税
の
原
則
に
矛
盾
せ
ず
に
、
租
税
政
策
に
よ
り
非
国
庫
的
目
標
を
追
求
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
ろ
う
。
例

え
ば
、
所
得
税
の
累
進
税
制
は
景
気
自
動
調
整
機
能
を
果
す
こ
と
が
で
き
る
。

し
か
し
、
多
く
の
場
合
、
非
国
庫
的
租
税
政
策
は
租
税
原
則
と
矛
盾
す
る
。
「
こ
の
こ
と
を
考
慮
し
て
、

学
術
諮
問
委
員
会
は
、
直

接
税
を
批
判
的
に
分
析
し
、
そ
の
分
析
に
基
づ
く
改
革
の
提
案
に
当
た
り
、
こ
の
租
税
が
非
国
庫
的
租
税
政
策
に
適
し
て
い
る
か
ど
う

か
を
顧
慮
し
な
い
こ
と
に
し
た
の
で
あ
る
。
」

さ
ら
に
、
政
権
の
不
安
定
期
に
お
い
て
、
同
委
員
会
は
、
独
立
の
調
査
会

2
5
5
智
也
問
患
の
E
E
S

）
と
し
て
、
学
問
的
見
地
か
ら

税
制
問
題
を
分
折
し
提
言
を
お
こ
な
っ
て
い
る
。
同
委
員
会
の
特
定
政
党
政
策
か
ら
の
独
立
性
は
、
当
時
の
連
邦
大
蔵
大
臣
（
ロ
吋
－F
・O
－

司
g
g
l
『
富
民
g
g

回
目
）
の
見
解
に
よ
っ
て
も
裏
づ
け
ら
れ
る
。
シ
ュ
ト
ラ
ウ
ス
は
、
「
と
く
に
経
済
政
策
及
び
社
会
政
策
の
観
点
並
び

（
初
）

に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
調
和
の
努
力
を
十
分
に
劃
酌
」
し
た
う
え
で
、
右
改
革
案
を
立
法
化
す
る
も
の
か
否
か
、
ど
の
程
度
ま
で
実
現
す
る

か
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
指
摘
す
る
。

こ
の
よ
う
に
、
同
委
員
会
の
提
案
は
、
特
定
の
租
税
政
策
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
的
と
せ
ず
、

一
般
的
に
適
正
な
税
負
担
の
配
分
と

競
争
中
立
性
の
み
を
目
指
す
も
の
で
あ
る
と
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
問
委
員
会
の
提
案
は
、
特
定

の
諸
政
策
の
実
現
を
明
確
に
指
向
す
る
出
資
者
税
案
と
は
大
い
に
異
な
っ
て
い
る
。

も
っ
と
も
、
同
委
員
会
は
、

た
と
え
明
確
に
特
殊
な
経
済
政
策
及
び
社
会
政
策
を
設
定
し
て
い
な
い
と
し
て
も
、
従
前
の
法
人
税
制



の
改
革
の
必
要
性
を
認
識
し
て
い
る
こ
と
は
後
に
明
ら
か
に
す
る
と
お
り
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
意
味
に
お
い
て
、
何
ら
か
の
設
定
目
標

が
追
求
さ
れ
て
い
る
は
ず
で
あ
る
と
お
も
わ
れ
る
。
そ
の
設
定
目
標
と
は
一
体
何
で
あ
ろ
う
か
。
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四

特
殊
な
政
策
目
標
を
設
定
せ
ず
に
提
案
さ
れ
た
改
革
案
が
、
人
々
の
評
価
に
耐
え
う
る
も
の
で
あ
る
か
否
か
。
興
味
あ
る
問
題
で

あ
る
。大

蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
改
革
案
は
、
一
九
七
一
年
ま
で
に
多
く
の
機
会
に
識
者
に
よ
っ
て
出
資
者
税
案
と
比
較
検
討
さ
れ
た

（
忽
）
（
お
〉
〈

u
v

が
、
後
者
に
熱
い
視
線
が
注
が
れ
た
の
と
対
照
的
に
、
等
閑
視
さ
れ
が
ち
で
あ
っ
た
。
前
者
が
後
者
の
背
後
に
退
い
て
い
た
理
由
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
改
革
案
の
マ
イ
ナ
ス
評
価
面
及
び
出
資
者
税
案
の
プ
ラ
ス
評
価
面
を
摘
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ

（
お
）

う
。
そ
の
後
、
七
一
年
の
エ
l
ベ
ル
ハ
ル
ト
税
制
委
員
会
答
申
に
よ
り
、
事
情
は
一
転
し
て
し
ま
う
。
問
答
申
が
出
資
者
税
案
を
見
棄

て
当
該
改
革
案
を
基
本
的
に
採
用
し
た
結
果
、
こ
れ
が
一
九
七
七
年
法
人
税
法
の
枠
組
み
の
先
駆
と
な
る
。
こ
こ
で
は
、
事
情
一
変
の

理
由
な
い
し
契
機
が
解
明
さ
れ
る
な
ら
ば
、
当
該
改
革
案
の
特
徴
が
鮮
明
に
な
る
も
の
と
お
も
わ
れ
る
。

出
資
者
税
構
想
に
対
す
る
評
価
及
び
税
制
委
員
会
答
申
に
つ
い
て
の
考
察
は
別
稿
を
予
定
し
て
い
る
の
で
、
本
稿
に
お
い
て
は
さ
し

あ
た
り
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
提
案
を
叙
述
し
、
理
解
に
努
め
る
こ
と
と
し
た
い
。

（1
）
参
照
、
木
村
弘
之
亮
「
出
資
者
税
構
想
の
伏
線
日
資
本
市
場
に
お
け
る
資
金
調
達
の
阻
碍
要
因
と
株
式
保
有
の
集
中
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
七
一
一
号
（
一
九
八

O
）
一

三
九
頁
以
下
、
同
「
出
資
者
税
構
想
の
提
唱
と
そ
の
契
機
一
西
ド
イ
ツ
法
人
税
制
改
革
の
礎
石
」
法
学
研
究
五
三
巻
二
一
号
（
一
九
八

O
）
一
九
＝
二
頁
以
下
、
同

「
出
資
者
税
構
想
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
」
法
学
研
究
五
四
巻
九
号
（
一
九
八
ご
二
ハO
四
頁
以
下
。

（2
）
巧

g
s
m
o
g
富
山
口
宮
司
切
冊
目
E

け
Z
E

回
ロ
ロ
母
国
自
由
ロ
山
田
件
。
『

E
S

仏
S
E
E
R
S

－
C
E
S
E
S
N
E
F

同S
S

含
吋
含

2
5
3
g
2
0
3

（
閉
山
口
E
g
g
g

巳
？

ロ
o
p

問
。
吋
匂
2
田
口
y
p同
仲
間
け
巾
ロ
o
p

ぐ
2
5

邸
内
四
回
国
件
。
ロ
冊
吋
ロ
ロ
円
四
国
吋

σ
田
口
｝
区
内
S
4
7
2
H
O
吋
）
宮
内
山
由
吋
切
ロ
ロ
色
。
田
吋
冊
匂
戸

H
E
－
－
内
ロoロ
仲
田
口E
P
H
H仏－Z
一
切
口
町
江
崎
け
O
ロ
吋
冊
目
V
O
円
四
四
国
国
ロ
ロ
円
四

g

’

E

宮
山
田
件
。
ユ
ロ
ヨ
国
営
吋
吋
山
口
担
ロ

N
O
H
M－
同
∞R
m
y
切
伊
色
。
。
仏
恒
国
σ
叩
吋
ぬJ
口
・
一N・
5
0
斗
・

（3
）
N
・
切
よ
同NH
H山
』
回
忌
一
d
h
o吋
ム
ロ
田
け
日
付

G
H
仏m
w田
切
戸
ロ
品
。
四
円
四
均
一
∞
一

F
o
g
o
E伊Z
Z
F
N
ロ
吋
時
冊
目H
Y担
問
）
叩
吋
田
け

o
g
m
w
p
E一∞
g
ロ
ロ
ロ
旬Hg
v
g
oロ同
P
ユ
’
切
吋
郎
、
ロ
冊
吋

t
Hロ
回
2
C
Mけ
向
日g
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J
a
R
－
E
ω
・
に
∞
同4
5
0
・
H
3
・

（U
）
〈
何
回
・
・
回
5
9
『
P
F
・
－
司
。v
g
p
E
2

円
巴
－
0
・
5
只

m
－
H
ω同
時
・

（
店
）
出
水
『
前
掲
書
』
一
六0
1

一
六
三
頁
、
二
五
四
頁
．

（
日
）
巧
日8
8
8
E
E

答
申
吋

F
E

仲
芝
居
出

S

含
m
g
宮
山m
g
z
g

仏
耳
目

g

ロ
窓
口
・
2

・
。
－m

－
H
0・

（
口
）
巧
紅
白og
ロ
宮
崎g
o
v母
国
O
可
思

Z
E
F
H
E
g
g
s
u
g

江
戸H同
国
営
『
M
J
g
g
s
・
g

－
。
－m
・
5
・

（
臼
）
巧
ぽ
忠
臣
ロ
宮
崎
g
o
y
S
F
E

仲
宮
山
呂
田
S

含
富
山
口
山
田
宮
ユ
ロ
旨
宏
司
ヨ
ロS
盟
国

9
・9
・
。
－m
・
5
・

（
印
）
巧
g
o
g
岳
民
E
n
y
z
w
曲
目
『E
V
冊
目
包
切
ロE
g
g

宮
山
田
宮
ユ
ロg

仏
S
E
E
E
s

・
g

－
。
－m

－
m－

（
却
）
巧
g
g
B
Z
R
F
Z

吋
切
。
町
主

Z
E
F
H
Z
S

富
山
回
答
申
ユ
ロ
日
仏
母
国
ロg
g
p
n

・9
・
。
・
∞
－m－

（
幻
）
木
村
「
前
掲
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
七
一
一
号
一
三
九
頁
以
下
、
同
「
前
掲
」
法
学
研
究
五
三
巻
二
一
号
一
九
＝
二
頁
以
下
。

（
辺
）
参
照
、
注
（
3

）
。

（
幻
）
参
照
、
木
村
「
前
掲
」
法
学
研
究
五
三
巻
一
二
号
一
九
三
八
頁
注
（
叩
）
に
列
挙
さ
れ
た
多
数
の
新
聞
・
雑
誌
記
事
。

（
担
）
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
改
革
案
は
こ
れ
ま
で
看
過
さ
れ
て
い
た
。
例
え
ば
、
畠
山
武
道
「
法
人
税
改
革
の
動
向
」
所
収

υ

租
税
法
研

究
四
号
（
一
九
七
五
）
二O
頁
以
下
。

（
お
）
出
国E
g
g

宮
山
田
宏
江
口5
2

吋
巧
王
国
岳
民

H
ロ
E
E
g
g
g

（
早
耳
Z
E
H
H
E
O
H
F
〈
。
富
山E
S
P
可
営
吋

m
Z
5
3
0
同
z
g
s
g

宮
山
田
回
目
。
回
）
・

m
g
g
o
v
gロ

門
問
。
吋mH
Oロ
恒
吋
円
。
同
。
吋

H
口
付
。5
5

山
田
回
目
。
ロ
巴
斗
「

z
n
m
n
y
Z片
言
ロ
吋
柏
田O
仏
富
田
自
己
m
w
m
g
z
u
z
z
回
目
国
会
w
H・
司
回
目m
w
H
M
M
u
o
p

出
品
同
甘
口
・
回
。

E
H
H
む
斗y
m
－
ω
H
O同
・

第
二
章

法
人
税
制
改
革
の
必
要
性

大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は

一
九
六
七
年
に
法
人
税
制
改
革
案
を
公
表
し
た
際
、
と
く
に
資
本
会
社
及
び
そ
の
他
法
人
の
留
保

利
益
に
対
し
特
別
の
租
税
を
課
す
必
要
性
を
指
摘
し
た
。
と
い
う
わ
け
は
、
当
時
の
所
得
税
法
に
基
づ
き
出
資
者
の
所
得
と
把
握
さ
れ

な
い
利
益
部
分
が
、
資
本
会
社
等
の
法
人
内
部
に
留
保
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
払
孔
。

ま
ず
、

か
か
る
留
保
利
益
に
対
す
る
課
税
方
法
の
一
と
し
て
次
の
構
想
が
考
え
ら
れ
う
る
。
す
な
わ
ち
、
未
配
当
利
益
は
、
経
済
的

335 

に
は
出
資
者
の
資
産
増
加
を
意
味
す
る
か
ら
、
所
得
の
一
部
分
と
し
て
出
資
者
に
帰
属
す
る
は
ず
の
も
の
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
出
資



者
の
利
益
持
分
が
｜
｜
そ
れ
が
配
当
さ
れ
る
と
内
部
留
保
さ
れ
る
と
を
問
わ
ず
｜
｜
事
業
所
得
（
田
口
富
民2
9
5

の
g

角
Z
Z
E

各
）
と

し
て
出
資
者
の
許
で
課
税
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

336 

し
か
し
な
が
ら
、
留
保
利
益
の
人
的
帰
属
を
認
識
・
測
定
す
る
こ
と
は
、
と
り
わ
け
親
子
会
社
聞
の
連
鎖
関
係
が
錯
綜
し
て
い
る
場

合
、
技
術
的
に
極
め
て
困
難
で
あ
り
、
そ
の
結
果
、
当
該
所
得
に
対
す
る
税
負
担
は
不
可
避
的
に
不
公
平
な
も
の
と
な
る
。
そ
れ
故
、

第
一
の
方
法
は
実
行
し
え
な
い
。

(4
>

こ
の
指
摘
が
出
資
者
税
構
想
に
対
す
る
批
判
を
合
意
す
る
こ
と
は
、
別
稿
で
考
察
し
た
と
お
り
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
資
本
会
社
の
留
保
利
益
を
捕
捉
す
る
に
は
、
留
保
利
益
に
特
別
の
租
税
を
課
す
以
外
に
方
法
が
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
留
保

利
益
の
出
資
者
へ
の
帰
属
を
度
外
視
す
る
な
ら
ば
、
所
得
の
税
負
担
上
の
不
平
等
は
不
可
避
と
な
り
、
デ
ィ
レ
ン
マ
に
陥
い
る
。
な
ぜ

な
ら
、
〔
留
保
利
益
に
対
す
る
比
例
税
率
課
税
と
い
う
〕
図
式
的
課
税
（
吉
宮
虫
色
由
。
宮
田S
2
5
2

認
）
が
受
忍
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
か

ら
で
あ
る
。
敷
街
す
れ
ば
、
図
式
的
課
税
に
あ
っ
て
は
、
税
負
担
の
相
当
か
つ
平
等
な
配
分
の
要
請
と
競
争
中
立
性
の
要
請
と
を
同
時

に
達
成
す
る
こ
と
は
、
極
め
て
困
難
だ
か
ら
で
あ
る
。

そ
れ
故
、
図
式
課
税
の
範
囲
は
可
及
的
に
縮
小
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

例
え
ば
、
人
的
会
社
及
び
個
人
企
業
と
資
本
会
社
と
の
競
争
中
立
性
だ
け
を
考
慮
に
入
れ
る
場
合
、
す
べ
て
の
留
保
利
益
に
対
す
る

図
式
的
課
税
を
資
本
会
社
に
ま
で
拡
張
す
る
こ
と
が
、
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
図
式
化
は
、
高
所
得
者
層
な
い
し
低
所

得
者
層
か
ら
な
る
出
資
者
相
互
間
に
お
い
て
、
担
税
力
に
応
じ
た
課
税
原
則
に
著
し
く
背
反
す
る
。
と
い
う
わ
け
は
、
資
本
会
社
の
出

資
者
は
一
律
に
留
保
所
得
に
つ
き
例
え
ば
三
五
%
比
例
税
率
で
課
税
を
う
け
る
に
等
し
い
税
負
担
を
課
せ
ら
れ
る
の
に
対
し
、
人
的
会

社
及
び
個
人
企
業
の
出
資
者
は
留
保
所
得
に
つ
い
て
も
各
人
の
個
人
所
得
税
率
で
課
税
を
う
け
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
各
種
企
業
形

態
聞
に
お
け
る
租
税
上
の
差
別
扱
い
が
不
可
避
的
に
あ
る
程
度
甘
受
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
と
し
て
も
、
人
的
会
社
及
び
個
人
企
業
よ
り

有
利
な
地
位
を
資
本
会
社
に
与
え
な
い
よ
う
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
の
よ
う
な
事
情
か
ら
、
こ
の
方
式
は
結
局
勧
め
ら
れ
な
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大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
次
の
二
原
則
を
明
確
に
し
た
。

一
に
、
法
人
の
未
配
当
利
益
に
対
す
る
課
税
を
適
正
に
お
こ
な
う
た
め
に
、
法
人
税
の
税
率
は
人
的
会
社
の
最
高
税
率
に
等
し
い
税

負
担
（
教
会
税
を
含
め
）
と
な
る
よ
う
に
選
択
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い

二
に
、
配
当
利
益
は
所
得
税
の
段
階
に
お
い
て
資
本
所
得
（
田
島
宮
崎
Z
9
5
5
1
g

－2
5
0
m
g
）
と
し
て
課
税
さ
る
べ
き
で
あ
る
。

両
原
則
に
基
づ
く
課
税
を
な
す
に
は
、
当
時
の
税
法
の
規
定
の
う
ち
左
記
の
三
点
が
改
善
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

) 
1
i
 

( 

法
人
税
率
が
所
得
税
の
最
高
税
率
よ
り
低
い
。

(2) 

法
人
税
の
対
象
と
な
る
利
益
が
教
会
税
を
負
担
し
て
い
な
い
。

(3) 

配
当
利
益
が
所
得
税
の
ほ
か
に
さ
ら
に
軽
減
法
人
税
を
課
税
さ
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
二
原
則
と
三
問
題
を
摘
出
し
た
の
ち
、
代
替
案
を
検
討
し
は
じ
め
る
。

（l
）
当
日
回
国g
田
口
E
2
5
2
F
E
H
Z
E

∞
g

含
富
山
口
宮
Z
E
E

含
『
盟
国
g
g
p
p

・9
・c
・
m
・
8
・

（2
）
耳
目
回
国8
2
E
2
5
2
F
5
2
0
5
E
E
S
S
E
a
2
E
B

仏
S
E
E
R
S

－
p
p

・
。
－m

・
8
・

（3
）
当
同
国
国g
田
口Z
E
5
2
F
E

け
g
g
E
E
2
5

宮
山
田5
z
g

仏
S
E
E
R
S

－
E

・o
・
m
・
8
・

（4
）
木
村
「
前
掲
」
法
学
研
究
五
四
巻
九
号
二
ハ
一
一
一
一
一
頁
。

（5
）
巧
舷
窓
口
由
岳
民g
n
V
2
F
E

け
宮
百
回
ロ
ロ
仏
2
5
E
E
芯
江
戸H
B

仏
2
E
g
g
s

－
E

・o
・
m
・
8
・

（6
）
当
日
明
国
自
由
岳
民25
2
F
E

骨
Z
E
F
E
S
E
E
m
g

江
区
自
営
『

E
S
S
E

－
E

・o
・
m
・
8
・

（7
）
当
日
回
目
。
ロ
田
口
町
民

g
岳
∞
『
切
冊
目
『
巳
ゲ
冊
目
g

回
ロ
包
S
B
U
Z
Z
江
口
宮
内
目
。
吋EE
ロ
m
g

－
胆
－P
・O
－
m
－
m
H・

（8
）
巧
山
田
窓
口
田
口
宮
崎
E
O
Y
耳
切
冊
目
E
H
Z
E
F
E
S
E
E

己
申
立S
H

仏
S
E
E
R
S

－
P
－F
・O
－
m
－
巴
・
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前
記
の
二
原
則
に
基
づ
く
課
税
は
、
配
当
利
益
に
法
人
税
を
課
税
せ
ず
に
、
法
人
税
率
を
所
得
税
率
と
教
会
税
率
と
の
合
計
に

（
但
し
、
教
会
税
の
損
金
算
入
を
劃
酌
す
る
も
の
と
す
る
。
）一
致
さ
せ
る
と
い
う
方
式
に
よ
っ
て
直
ち
に
可
能
と
な
ろ
う
。

し
か
し
、
こ
の
方
式
は
外
国
株
主
の
優
遇
と
外
国
資
本
の
流
入
促
進
と
い
う
点
で
問
題
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
右
の
課
税
方
式
は
、

制
限
納
義
務
者
（
H

外
国
株
主
）
の
受
け
と
る
配
当
利
益
が
二
重
課
税
防
止
条
約
に
基
づ
き
ド
イ
ツ
所
得
税
を
課
税
さ
れ
な
い
場
合
、
外

国
株
主
を
優
遇
す
る
と
い
う
短
所
を
蔵
す
る
。
現
行
法
に
み
ら
れ
る
外
国
株
主
優
待
効
果
は
、
当
該
方
式
に
よ
っ
て
更
に
強
化
さ
れ
て

し
ま
う
。
そ
の
う
え
、
こ
の
課
税
方
式
に
よ
っ
て
外
国
株
主
優
待
効
果
が
一
層
拡
大
さ
れ
る
な
ら
ば
、
そ
れ
だ
け
更
に
国
際
資
本
が
ド

イ
ツ
資
本
に
浸
透
す
る
で
あ
ろ
う
。

こ
れ
ら
の
理
由
で
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
右
代
替
案
を
退
け
て
い
る
。

第
二
の
代
替
案
は
、
資
本
会
社
の
利
益
全
体
l
l
l
配
当
さ
れ
る
と
否
と
を
問
わ
な
い
ー
ー
に
対
し
法
人
税
を
課
税
し
、

利
益
に
か
か
る
部
分
の
法
人
税
を
配
当
受
取
人
の
税
負
担
（
所
得
税
プ
ラ
ス
教
会
税
）
と
相
殺
す
る
方
式
で
あ
る
。

か
つ
配
当

こ
の
課
税
方
式
は
基
本
的
に
は
資
本
収
益
税
の
徴
収
の
場
合
と
本
質
的
な
相
違
が
な
く
、
賦
課
処
分
を
う
け
る
納
税
義
務
者
に
つ
い

て
は
全
く
事
情
は
異
な
ら
な
い
。

な
お
、
賦
課
処
分
が
お
こ
な
わ
れ
る
場
合
に
は
、
追
加
の
納
税
で
は
な
く
還
付
が
請
求
さ
れ
る
事
例

数
、
が
増
加
す
る
も
の
と
予
想
さ
れ
る
（
参
照
、
表1
及
び
表
2

に
お
け
る
E
4

）
。
他
方
、
賦
課
処
分
の
お
こ
な
わ
れ
な
い
場
合
に
お
い
て

は
、
金
融
機
関
が
従
来
と
異
な
り
将
来
は
法
人
税
の
還
付
を
税
務
署
に
請
求
す
る
。
同
時
に
、
資
本
収
益
税
の
源
泉
徴
収
義
務
は
な
く

な
る
。



こ
の
代
替
案
は
さ
ら
に
左
記
の
よ
う
に
展
開
さ
れ
る
（
参
照
、
表
1

及
び
2

）
。

無
制
限
納
税
義
務
を
負
う
社
員
の
場
合
、
配
当
利
益
に
か
か
わ
る
部
分
の
法
人
税
は
、
そ
の
出
資
者
の
利
益
処
分
（DO怠
5
4
0司d『S
E
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日
間
）
を
意
味
す
る
と
み
な
さ
れ
、

100 

62. 5 

37. 5 

18. 75 

こ
れ
に
対
応
し
て
、
そ
の
者
の
所
得
税
l

教
会
税
債
務
（
又
は
法
人
税
債
務
）
と
相
殺
さ
れ
る
。
こ

所
得
の
計
算

日

3. 

4. 

表 1 大蔵省学術諮問委員会提案の法人税株主帰属方式

法人税率を62. 5%，配当性向を50%，所得税率を40% （又は60% ）と仮定する。

I I 会社段階における課税
1. 法人税込み利益

2. 法人税（62. 5%) 

3. 配当しうる金額

4. 現金配当（暫定純配当）

株主段階における課税

1. 課税所得（ a+b) 50 

a) その他課税所得（ 0 と仮定） 0 i 
b) 粗配当（イ＋ロ） 50 

イ現金配当 18. 75 i 
ロ 納税主謀請求耀 31. 25 i 
(Nr. I 2 ×配当引性向）

2. 所得税 40% ー20 i 釦
(60%) （ー30) i 窺

納税払戻請求権 +31. 25 i の
還付請求権 +11. 25 ~ 

( + 1. 25) i 'J'j 
－ーーーーー；30··--------;

5. 純配当（Nr. 14 +Nr. II 4) ：産加
(20) ーの

所
得
の
許
算
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表 2 大蔵省学術諮問委員会提案の法人税株主帰属方式

法人税率を62. 5%，配当性向を100%，所得税率を40% （又は60%）と仮定する。

会社段階における課税

法人税込み利益
法人税（62. 5%) 

配当しうる金額
現金配当（暫定純配当）

株主段階における課税

1. 課税所得（ a+ b) 100 

a) その他課税所得（ 0 と仮定） 0 i 
b) 粗配当（イ＋ロ） 100 

イ現金配当 37. 5 i 
ロ 納税払戻請求権 62. 5 
(Nr. I 2 ×配劃性向） ! 

2. 所得税 40% 一40 : 釦
(60%) (-60）詰

納税払戻請求権 +62. 5 i の
還付請求権 +22. 5 ．納

(+ 2.5) i 付
--··5：··－－－誌記当示i五手記i云4·）·－－－－－－－一一一一一一一一一一一－一一一一両一一一－－－；－資増・・

（却） i 警加

F
h
u
w
h
u戸h
u

n
u
n
L

月i

司
t

n
U
F
O
q
u
n
J
 

1

ム
ー
ム

q
，

b

円
。
A

告

II 

3. 

4. 



の
者
の
課
税
対
象
と
な
る
粗
配
当
（
配
当
総
額
）
は
常
に
現
金
配
当
と
こ
れ
に
か
か
る
法
人
税
（

H

納
税
払
戻
請
求
権
）
と
の
合
計
額
か
る

成
る
。
所
得
税
（
又
は
法
人
税
）
は
粗
配
当
（
H
現
金
配
当
プ
ラ
ス
納
税
払
戻
請
求
権
）
に
対
し
て
課
税
さ
丸
一
日
。
そ
の
後
、
納
税
払
戻
請
求
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権
は
（
教
会
税
を
含
め
）
所
得
税
と
相
殺
さ
れ
る
。
な
お
、
同
委
員
会
は
明
言
し
て
い
な
い
が
、
納
税
払
戻
請
求
額
の
算
定
方
法
は
、
配

当
性
向
に
連
動
し
て
お
り
（
参
照
、
表
1

及
び
2

）
、
（
社
員
の
出
資
割
合
い
に
応
じ
た
）
法
人
税
額
に
配
当
性
向
を
乗
じ
て
算
出
す
る
も
の
と

お
も
わ
れ
る
。

例
え
ば
、
法
人
税
込
み
の
利
益
を
一
O
O
単
位
、
配
当
性
向
を
五
O
w
b
又
は
一
O
O
M
、
法
人
税
率
を
六
二
・
五
%
、
所
得
税
率
を

四
O
V
刈
又
は
六
O
%
と
仮
定
す
る
。
な
お
、
所
得
税
の
最
高
税
率
が
六
o
v
b
で
教
会
税
が
所
得
税
の
一
O
%
で
あ
る
と
仮
定
す
る
と

き
、
法
人
税
率
は
、
前
記
原
則
（
参
照
、
第
二
章
ご
に
し
た
が
い
、
六
二
・
五
%
と
設
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
設
例
は
表1
及

び
表
2

に
よ
り
表
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

最
後
に
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
提
案
す
る
右
課
税
方
式
は
、
配
当
受
取
人
の
課
税
段
階
に
お
い
て
、
受
け
と
っ
た
利
益
に
か

か
る
納
付
済
み
法
人
税
の
全
額
に
つ
い
て
、

一
方
で
納
税
払
戻
請
求
権
と
し
て
粗
配
当
（
ひ
い
て
は
課
税
所
得
）に
加
算
し
、
他
方
で
所

得
税
（
又
は
法
人
税
）
と
納
税
払
戻
請
求
権
を
相
殺
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。した
が
っ
て
、
こ
の
課
税
方
式
を
法
人
税
全
部
株
主

帰
属
方
式
（
司
。
ロS
吋
o
o
v
E異
色
。
吋
相
官N
O
E
Z口
問
。
吋
回
出
量
岳
民
E
Z
¢
2
5
F
F
5
8

仏
母
国
8
2
0
2

異
色
。
m
思
乱
含
昆

S
0
5
1皆
向
。g
）
と
称

{8
) 

す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

同
委
員
会
は
法
人
税
全
部
株
主
帰
属
方
式
の
特
長
を
以
下
の
諸
点
に
認
め
て
い
る
。

そ
の
一
は
、
資
本
所
得
（
同
3
5
－o
z
w
g
同
宮
ロ
）
に
つ
い
て
脱
税
事
件
が
著
し
く
減
少
し
う
る
こ
と
で
あ
る
。
法
人
税
率
が
（
教
会
税

を
含
め
）
所
得
税
の
税
率
以
上
で
あ
る
か
ら
、
法
人
が
利
益
の
内
部
留
保
に
よ
る
税
負
担
を
軽
減
す
る
こ
・
と
も
で
き
ず
、
企
業
の
法
形



態
を
個
人
企
業
及
び
人
的
会
社
あ
る
い
は
資
本
会
社
（
法
人
）
と
す
る
こ
と
に
よ
り
税
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
も
可
能
で
な
く
、
支
』
作
り
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に
、
株
主
が
固
有
の
所
得
税
の
納
付
を
軽
減
又
は
還
付
請
求
を
な
し
う
る
た
め
に
受
取
配
当
を
税
務
署
に
す
す
ん
で
申
告
す
る
で
あ
ろ

う

〈
帆
却
）

そ
の
二
は
、
制
限
納
税
義
務
者
（
外
国
株
主
）
の
優
待
効
果
を
少
な
く
と
も
一
部
分
調
整
す
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
ド
イ
ツ
国

内
に
お
い
て
、
外
国
株
主
の
受
け
取
る
配
当
は
法
人
段
階
で
六
二
・
五
%
税
率
で
課
税
さ
れ
株
主
段
階
で
は
軽
課
の
調
整
（
換
言
す
れ
ば

納
税
払
戻
請
求
権
の
賦
与
）
が
な
さ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。外
国
株
主
が
母
国
に
お
い
て
受
取
配
当
に
つ
い
て
税
負
担
軽
減
の
調
整
を
う

け
る
か
否
か
は
、
さ
し
あ
た
り
ド
イ
ツ
国
庫
に
と
っ
て
重
要
で
な
い
。
そ
の
よ
う
な
外
国
株
主
の
税
負
担
の
軽
減
調
整
は
、
ド
イ
ツ
と

そ
の
外
国
と
の
条
約
締
結
等
に
よ
っ
て
行
な
わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
政
府
が
交
渉
上
有
利
な
立
場
に
た
つ
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

ろ
う
。大

き
な
特
長
は
、
親
会
社
受
取
配
当
控
除
特
権
（
m
o
g
o
y
E
E
i
z
m）の
存
続
は
不
要
と
な
る
こ
と
で
あ
る
。
学
術
諮
問
委
員
会
の
提

案
す
る
課
税
方
式
に
し
た
が
え
ば
、
納
付
済
み
法
人
税
が
配
当
受
取
人
（
親
会
社
）
の
段
階
で
そ
の
固
有
の
法
人
税
（
な
い
し
所
得
税
）
と

完
全
に
相
殺
さ
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
す
で
に
親
子
会
社
聞
の
み
な
ら
ず
す
べ
て
の
法
人
間
の
受
取
配
当
に
つ
い
て
二
重
課
税
は
排
除

さ
れ
て
お
り
、
そ
の
上
に
親
会
社
受
取
配
当
控
除
特
権
の
制
度
は
必
要
で
な
い
．

コ
ン
ツ
ェ
ル
ン
企
業
の
支
配
従
属
会
社
課
税
特
権
（
O
高
g
田
口g
p

）
を
廃
止
す
る
と
し
て
も
（
後
記
）
、

な
お

利
益
を
操
作
す
る
可

能
性
は
残
っ
て
い
る
か
ら
、
資
本
会
社
又
は
そ
の
他
法
人
に
支
払
わ
れ
た
配
当
利
益
に
か
か
る
法
人
税
の
相
殺
可
能
性
（
す
な
わ
ち
納
税

払
戻
請
求
率
）
を
九
O
%
な
い
し
九
五
%
に
限
定
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
う
る
。
そ
の
実
例
は
若
干
の
外
国
に
お
い
て
み
ら
れ
る
。

し
、
そ
の
よ
う
な
規
定
は
法
人
税
法
の
簡
素
化
及
び
統
一
的
な
手
続
を
考
慮
す
る
と
き
適
切
で
は
～
問
。

し
か
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そ
の
他
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
、
法
人
税
制
改
革
案
と
の
関
連
に
お
い
て
支
配
従
属
会
社
課
税
特
権
（O高
s
m
o
g
片
付
）の
廃
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想
し
て
お
り
、
特
殊
の
経
済
政
策
、
社
会
政
策
等
の
実
現
を
指
向
し
て
法
人
税
制
を
改
正
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
は
な
い
。
同
委
員
会

自
身
は
そ
の
よ
う
に
述
べ
る
。

西ドイツ型法人税株主帰属方式の鴨矢：大蔵省学術諮問委員会の改革案（木村）

し
か
し
、
右
改
革
案
に
対
し
種
々
の
政
策
的
意
味
を
付
与
す
る
可
能
性
を
塞
ざ
す
わ
け
で
は
な
く
、
却
っ
て
、

ベ
ル
ハ
ル
ト
税
制
改
革
委
員
会
等
は
右
改
革
案
に
多
数
の
政
策
的
色
彩
を
見
い
出
し
て
い
る
。
ま
た
、
一
九
七
七
年
法
人
税
法
の
諸
特

徴
の
う
ち
重
要
な
も
の
が
、
す
で
に
当
該
改
革
案
の
な
か
に
見
い
出
さ
れ
う
る
こ
と
に
止
目
し
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

例
え
ば
、
当
時
の
西
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
採
用
す
る
二
重
税
率
方
式
に
起
因
す
る
外
国
株
主
優
待
効
果
の
問
題
に
つ
い
て
、
大
蔵
省

こ
の
こ
と
は
、

ニ己

学
術
諮
問
委
員
会
の
提
案
に
か
か
る
法
人
税
株
主
帰
属
方
式
が
、

シ
ュ
ツ
ッ
エ
ル
／
エ
ン
ゲ
ル
ス
の
提
唱
し
た
出
資
者
税
方
式
よ
り
外

か
つ
実
用
可
能
な
も
の
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
を
詳
細
に
論
証
す

る
の
は
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
で
は
な
く
エ

1

ベ
ル
ハ
ル
ト
税
制
改
革
委
員
会
で
あ
る
。

国
資
本
の
流
入
防
止
の
点
で
優
れ
た
解
決
方
法
で
あ
り
、

次
に
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
の
提
案
に
か
か
る
課
税
方
式
は
、
西
ド
イ
ツ
に
お
い
て
最
初
に
提
案
さ
れ
た
法
人
税
株
主
帰
属
方

式
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
、
か
っ
こ
の
方
式
は
法
人
税
全
部
株
主
帰
属
方
式
（
〈
島

g
吋
O
O
Z
E
m〉
の
性
質
を
有
す
る
。

や
が
て
エ
I

ベ
ル
ハ
ル
ト
税
制
改
革
委
員
会
は
、
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
に
つ
づ
い
て
、
出
資
者
税
体
系
の
短
所
を
指
摘
し
つ

つ
、
理
論
的
に
は
次
善
の
し
か
し
実
際
上
難
点
を
と
も
な
わ
な
い
解
決
案
、
す
な
わ
ち
法
人
税
株
主
帰
属
方
式
を
答
申
す
る
の
で
あ

る
。

（1
）
大
蔵
省
学
術
諮
問
委
員
会
は
、
法
人
税
制
改
革
案
の
歳
入
に
及
ぼ
す
効
果
に
つ
い
て
、
試
算
を
お
こ
な
っ
て
い
る
（
当
日
国
語
富
岳
民
g
o
y
母
国
φ
町
巳

r
g

切
ロ
ロ
仏g
g

宮
町
芯
江
口
宮
内
同S
E

ロ
g
M
N
O
F
曽
・
世
・
。
・
m
m・
∞ω
・
8

（k
pロ5
・
広
）
）
。

こ
の
よ
う
に
問
委
員
会
は
、
単
な
る
机
上
の
改
革
案
を
披
涯
し
て
い
る
の
で
は
な
く
、
「
適
正
な
税
負
担
の
配
分
と
競
争
の
中
立
性
」
の
原
則
を
維
持
し
つ
つ
、
広

範
囲
に
受
容
さ
れ
う
る
法
制
度
を
概
略
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

（2
）

E
E
g
g
s
z
g

ユ
E
u
g

吋
司
王
国
各

p
p
c
E
E
g

ロ
N
O
P
E

－O
・
g
・
ω
N
O
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ω
ω∞
？
佳
品
同
・
二0
5
2

当
。
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・
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参
照
、
木
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「
前
掲
」
ジ
ュ
リ
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ト
六
七
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号
一
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頁
。
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）
参
照
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村
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前
掲
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ト
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号
一
一
八
頁
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